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1．研究の目的
1．1　研究の目的と背景
　本研究の目的は，教育方法・技術領域において
ICT 活用にかかわる教師の指導力がどのような
ものとしてとらえられてきたのかを歴史的に明ら
かにし，その変遷をふまえて今日の ICT 活用に
かかわってどのような課題が残されているかを考
察することである。
　本研究課題の背景として以下のことが挙げられ
る。
　第一に，「令和の日本型学校教育」の構築にお
ける ICTの重要性の高まりである。令和 3（2021）
年 1 月の中央教育審議会答申「『令和の日本型学
校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可
能性を引き出す，個別最適な学びと協働的な学び
の実現～」において，「これからの学校教育を支
える基盤的なツールとして，ICT はもはや必要
不可欠なものであることを前提として，学校教
育の在り方を検討していくことが必要である。」
（中央教育審議会  2021，5）と述べられるほどに，

ICTの重要性は増している。
　加えて，同答申の背景としても位置づけられて
いるが，新型コロナウイルス感染症対策に伴う遠
隔・オンライン教育へのニーズの高まりもある。
ポスト・コロナの学校教育関連出版物の動向を整
理した研究では，その動向の特徴として，まずは
「オンライン授業の拡充」が指摘されている（中
村・大矢ほか  2021，15）。
　第二に，教職課程における ICT 活用に関する
内容の充実への要求である。第一に述べたような
動向のなかで，教職課程における ICT 活用に関
する内容を充実させようという議論も進んでい
る。教職課程において「教育の方法及び技術（情
報機器及び教材の活用を含む。）」の一部として
位置づけられていた ICTに関する総論について，
「新たに『情報機器の活用に関する理論及び方法』
（仮称）を追加し，1単位以上修得することを求
める」1）カリキュラムへと変更することが求めら
れている。これからの時代の教員に求められる資
質能力の一部としての ICT 活用に関わる指導力
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を養成段階から身につけることがより求められる
ようになっている。
　以上のような背景のもと，教職課程における
「教育の方法及び技術」という内容と，「情報機器
の活用」という内容との関係が再編されようとし
ている中で，あらためて「教育の方法及び技術」
において「情報機器の活用」をいかに位置づける
かが問われている 2）。この問題を検討する上で重
要となるのは，現代的な文脈のみならず，歴史的
な位相のもとで考察することである。例えば，先
述した中教審答申でも「Society 5.0 時代の到来や
学校現場における ICT 環境の整備が進んだとし
ても，教師としての基本的な役割が変わるもの
ではないと考えられる」（中央教育審議会  2021，

87）と指摘されているように，これまでのわが国
の学校教育実践の遺産に基づきながら，学校環境
の変化を受け止める必要性が繰り返し強調されて
おり，「教育の方法及び技術」と「情報機器の活
用」をめぐるこれまでの知見をふまえながら，現
代の「革新」へと応答する必要があるだろう。
　そこで本研究では，戦後，教育方法・技術領域
のテキスト（以下，教育方法学テキスト）におい
て，ICT 機器，視聴覚機器，情報機器，教育メ
ディアの活用に関わってどのような資質能力が教
師に要請されてきたかを分析する。ICT や ICT
活用指導力に関する研究は数多くあるが，教育方
法学テキストを手がかりとしたものは見当たらな
い。

表 1：本研究で分析対象としたテキスト一覧

という内容との関係が再編されようとしている中で、

あらためて「教育の方法及び技術」において「情報

機器の活用」をいかに位置づけるかが問われている
２）。この問題を検討する上で重要となるのは、現代
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育審議会 2021、87）と指摘されているように、こ
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そこで本研究では、戦後、教育方法・技術領域の

テキスト（以下、教育方法学テキスト）において、

ICT 機器、視聴覚機器、情報機器、教育メディアの

活用に関わってどのような資質能力が教師に要請さ
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がかりとしたものは見当たらない。 
 

表１：本研究で分析対象としたテキスト一覧 

出版年 タイトル 著者・編者 出版社 

1950 教育方法 梅根悟（著） 誠文堂新光社 
1958 教育方法学 長田新（監） 御茶の水書房 
1958 教育方法学 吉田昇・宮坂哲文・大槻健（編） 誠信書房 
1964 教育方法 梅根悟（著） 誠文堂新光社 
1967 現代教育方法学 井上弘（著） 明治図書 
1970 教育方法 吉田昇・沼野一男（編） 学文社 
1977 現代教授学 吉本均（編） 福村出版 
1986 教育の方法と技術 沼野一男（編） 玉川大学出版部 
1990 教育の方法・技術 大浦猛（編） 山文社 
1990 教育の方法と技術 坂元昂（編） ぎょうせい 
1991 教育方法 天野正輝（編） 協同出版 
1991 教育の方法と技術 多田俊文（編） 学芸図書 
1995 教育の方法・技術 松平信久・横須賀薫（編） 教育出版 
1999 教育方法の基礎と展開 岩垣攝・深澤広明（編） コレール社 
2001 教育の方法 山下政俊・湯浅恭正（編） ミネルヴァ書房 
2004 教育の方法と技術 西之園晴夫・宮寺晃夫（編） ミネルヴァ書房 
2004 教育方法論 谷田貝公昭・林邦雄・成田國英（編） 一藝社 
2006 教育の方法と技術 平沢茂（編） 図書文化社 
2012 新しい時代の教育の方法 山下政俊・湯浅恭正（編） ミネルヴァ書房 
2014 教育方法技術論 深澤広明（編） 協同出版 
2014 教育の方法・技術 岩川直樹（編） 学文社 
2014 教育方法論 広石英記（編） 一藝社 
2018 教育の方法と技術 篠原正典・荒木寿友（編） ミネルヴァ書房 
2019 教育の方法と技術 樋口直宏（編） ミネルヴァ書房 
2019 教科と総合の教育方法 子安潤（編） 学文社 
2019 教育方法とカリキュラム・マネジメント 高橋純（編） 学文社 
2019 ワークで学ぶ教育の方法と技術 小室弘毅・齋藤智哉（編） ナカニシヤ出版 

※（著）は著者，（編）は編者，編著者，（監）は監修者を示す。 
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1．2　研究の方法
　分析対象のテキストは以下のように選定した。
（1）�「教育方法」や「教育の方法」がタイトルに

含まれている。
（2）�大学における養成段階で活用することを意図

している。
（3）�「教職課程シリーズ」といったシリーズ本・

講座本である。
（4）�情報機器，教育メディア，ICT 等に関する

章が含まれている。
（5）Q&A形式のものは除外。
ただし，1970 年までについては，上述の条件で
選定すると該当するものがなくなってしまうた
め，（4）（5）の条件を省いて選定をおこなった。
その結果，表 1 の通り，27 冊が分析対象となっ
た。
　選定したテキストのなかから，とりわけ ICT
や教育メディアの活用について取り扱っている章
を中心に対象を絞って分析をおこなった。
　ICT 活用にかかわる指導力の分析の視点とし
て，平成 30 年 6 月 21 日に公表された「教員の
ICT活用指導力チェックリスト」を手がかりとし
た。これは，「教育の情報化の手引き─追補版─
（令和 2年 6月）」にも示されているように，教員の
ICT活用指導力についてのひとつのスタンダード
になっている。チェックリストでは，教員に求め
られる ICT活用指導力を「A　教材研究・指導の

準備・評価・校務などに ICTを活用する能力」「B 
授業に ICTを活用して指導する能力」「C　児童生
徒の ICT活用を指導する能力」「D　情報活用の基
盤となる知識や態度について指導する能力」の 4
つに大別している。本稿では，この枠組みを，授
業の構想（主にAに該当），授業の展開（主に B
に該当），子どもにつけたい力，目指すべき子ど
も像（主に CおよびDに該当）に再構成して考
察した。具体的には，第二章において「授業の構
想」に関する ICT活用指導力を，第三章において
「授業の展開」に関する ICT活用指導力を，第四
章において「目指すべき子ども像」に関する ICT
活用指導力をそれぞれ論じている。
　なお，ICT 活用と言っても，そこで想定され
るメディアは多種多様である。これに関して，例
えば近藤（2015）は，表 2 の通り，「非電気系」
「電気系」「情報通信系」という 3 つの項目ごと
に，情報化以前／以後のメディアを分類してい
る。
　この分類に基づけば，本研究で対象とするのは
主に「電気系」と「情報通信系」のメディアであ
る。
　その際，PC，タブレット，電子黒板といった
ICT 機器とは異なって，必ずしも双方向性が組
み込まれていない機器については，包括的な概念
として「教育メディア」という概念を用いること
とする 3）。

2．�授業構想における ICT 活用に関わる指導力の
変遷

　教師が授業を行うためには，事前に授業の計画
や見通しを持っておくことが不可欠である。特
に，ICT 機器を授業過程において活用する場合
は，どのタイミングで何のために ICT を活用す

るのかについて綿密な計画をしておくことが必要
となる。本章では，授業の構想段階，とりわけ教
材研究において，ICT 機器の活用を計画するう
えで，教師にはこれまでどのような資質・能力が
求められてきたのかという視点からテキスト分析
を行う。

表 2：情報化以前・以後の教育メディアの分類比較の事例（近藤　2015，44）

１．２ 研究の方法 
分析対象のテキストは以下のように選定した。 

（１）「教育方法」や「教育の方法」がタイトルに含

まれている。 
（２）大学における養成段階で活用することを意図

している。 
（３）「教職課程シリーズ」といったシリーズ本・講

座本である。 
（４）情報機器、教育メディア、ICT 等に関する章

が含まれている。 
（５）Q&A 形式のものは除外。 
ただし、1970 年までについては、上述の条件で選定

すると該当するものがなくなってしまうため、（４）

（５）の条件を省いて選定をおこなった。その結果、

表１の通り、27 冊が分析対象となった。 
選定したテキストのなかから、とりわけ ICT や教

育メディアの活用について取り扱っている章を中心

に対象を絞って分析をおこなった。 
ICT 活用にかかわる指導力の分析の視点として、

平成 30 年 6 月 21 日に公表された「教員の ICT 活用

指導力チェックリスト」を手がかりとした。これは、

「教育の情報化の手引き―追補版―（令和 2 年 6 月）」

にも示されているように、教員の ICT 活用指導力に

ついてのひとつのスタンダードになっている。チェ

ックリストでは、教員に求められる ICT 活用指導力

を「A 教材研究・指導の準備・評価・校務などに

ICT を活用する能力」「B 授業に ICT を活用して指

導する能力」「C 児童生徒の ICT 活用を指導する能

力」「D 情報活用の基盤となる知識や態度について

指導する能力」の４つに大別している。本稿では、

この枠組みを、授業の構想（主に A に該当）、授業

の展開（主に B に該当）、子どもにつけたい力、目

指すべき子ども像（主に C および D に該当）に再構

成して考察した。 
なお、ICT 活用と言っても、そこで想定されるメ

ディアは多種多様である。これに関して、例えば近

藤（2015）は、表２の通り、「非電気系」「電気系」

「情報通信系」という３つの項目ごとに、情報化以

前／以後のメディアを分類している。 
この分類に基づけば、本研究で対象とするのは主

に「電気系」と「情報通信系」のメディアである。 
その際、PC、タブレット、電子黒板といった ICT

機器とは異なって、必ずしも双方向性が組み込まれ

ていない機器については、包括的な概念として「教

育メディア」という概念を用いることとする３）。 

 
表２：情報化以前・以後の教育メディアの分類比較の事例（近藤 2015、44） 

分類項目 情報化以前 
（およそ 1980 年代以前） 

情報化以降 
（およそ 1990 年代以降） 

非電気系 
絵図類（写真，イラスト，地図，

紙芝居，掛図，図表など），黒板，

教科書，模型，標本，実物 
左記と同じ 

電気系 
（主に光学系） 

スライド，映画，OHP，テープ／

ビデオレコーダ，モニタテレビ，

LL，ML，テレビゲーム 

左記の媒体・内容が CD-ROM や DVD に転載／改

編のほか，新編を搭載，電子黒板，電子教科書，

パッケージ系ソフト（DVD，CD-ROM，IC メモ

リなどへ），書画カメラ，液晶プロジェクタ 

情報通信系 アナログ形式のラジオ／ 
テレビ放送番組 

ラジオ／ディジタル形式テレビ放送番組，無線／

有線 LAN パソコン，e-ラーニング，CSCL，WBT，
スマートフォン 

 
２．授業構想における ICT 活用に関わる指導力の変  

遷 

 教師が授業を行うためには、事前に授業の計画や

見通しを持っておくことが不可欠である。特に、ICT
機器を授業過程において活用する場合は、どのタイ

ミングで何のために ICTを活用するのかについて綿

密な計画をしておくことが必要となる。本章では、

授業の構想段階、とりわけ教材研究において、ICT
機器の活用を計画するうえで、教師にはこれまでど

のような資質・能力が求められてきたのかという視

点からテキスト分析を行う。 
 
２．１ 視聴覚コンテンツの批判的検討 

―1950 年代～1960 年代を中心に― 

 教育方法学テキストを見渡してみると、第３章で

述べるような教授―学習過程における ICT 活用に比

べれば、授業構想段階での ICT 活用に関する記載は

圧倒的に少ない。 
 その中でも、戦後初期においてまず言及がなされ

るのは、映画、幻灯機、ラジオ、テレビといった機
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2．1　視聴覚コンテンツの批判的検討
　　　─1950 年代～ 1960 年代を中心に─
　教育方法学テキストを見渡してみると，第 3章
で述べるような教授―学習過程における ICT 活
用に比べれば，授業構想段階での ICT 活用に関
する記載は圧倒的に少ない。
　その中でも，戦後初期においてまず言及がなさ
れるのは，映画，幻灯機，ラジオ，テレビといっ
た機器を扱うにあたり，その内容をどのように選
択し，教材として活用していくのかという問題で
ある。幻灯機の教育利用は戦前から始まってい
たが，戦後になると，ラジオの民間放送の開始
（1951 年）やテレビ放送の開始（1953 年）などを
契機として，学校現場でも視聴覚機器の活用が可
能となってくる。こうした機器を授業構想段階と
してどのように取り扱うかという問題について積
極的に言及しているのは，梅根悟である。

（イ）映画の利用は計画的でなければならない。教師
はまず単元展開のプロセスのどこで，どのような
映画を利用すれば効果的であるかを十分に研究し
ておく必要がある。

（ロ）映写前の準備が大切である。機械の点検はもち
ろん（…［中略］…）解説を読んで指導の要点を
的確にとらえておくべきであり，それにもとづい
て子供にも観察の要点を示しておくことが必要で
あろう。（梅根  1950，142）

教師は放送内容について批判的な態度を失なっては
ならない。（…［中略］…）テレビが教師と子供の自
主性を奪う危険があることを自覚して，鋭敏にその
内容を評価することができるように心がける必要が
ある。（梅根  1964，170）

　例えば，映画を利用した指導に焦点を当ててみ
よう。梅根は，映画の利用は計画的でなければな
らないと述べ，授業のどの場面でどのように使う
かの綿密な研究が求められるとともに，子どもが
視聴する際の視点を提示するためにも，十分にコ
ンテンツの批判的な検討が必要であるとする。こ
のような視点で見た時，録画・録音のための機器
が一般的ではない時代においては，テレビやラジ
オに比べると，映画は教材研究をしやすい対象で
あった。なぜならば，テレビはチャンネル数が限
られているのに対して，映画は教師と児童が選択
する余地があること，映画は必要に応じて中断し
解説を加えたり反復したりすることが可能である
こと，テレビは放送時間が決まっていて随時利用
するのが難しいこと，といった機器の特性がある
からである（梅根  1964，169）。
　梅根が教師による視聴覚機器への批判的な検討
を求める背景には，映画の活用が結果的に「子供

自身に考えさせ，工夫させ，試行させ，実験させ
ることによって発見的に学習させるべきことを，
映画の動く場面でやってみせることになったら，
映画は新らしい注入教育の手段になってしまう」
（梅根  1964，166-167）といったように，視聴覚
機器の活用が教師や子どもの自主性を奪いかねな
いことへの危機感が存在している。そうであるか
らこそ，教師には，視聴覚機器を通して提示する
内容への主体的―批判的な取り組みが求められる
のである。
　さらに梅根においては，コンテンツへの主体的
─批判的な取り組みをする主体は教師ばかりで
はない。「教師の道具から子供の道具へ」といっ
た言葉に端的に示されているように，子どもたち
にも視聴覚機器の取り扱いへの主体的関与を求め
ているのである。そこでは，熱意ある教師だけが
教材提示のための道具として視聴覚機器を活用す
るのみならず，子どもたち自らが研究し，自らプ
ロジェクトを遂行したり，他の子どもに発表した
りするための道具として活用する可能性が先駆的
に示されている。梅根の時代においては，テクノ
ロジー的な限界はあったにせよ，「子供たちがシ
ナリオをつくり，撮映を行い，編集し，且つ機械
を操作して彼等の作品を多くの人に見てもらうと
いうようなことも可能になる時がくることが期待
される」（梅根  1950，143-144）とされるように，
子どもたちとともにコンテンツの自作を促して
いる点にまで言及がなされている 4）。このような
「教師の道具から子どもの道具へ」という視点の
変化は，後々の ICT 活用の計画の一つの重要な
論点となっていくことになる。

2．2　教師による教材の「自作」
　　　─1970 年代～ 1990 年代を中心に─
　視聴覚コンテンツの選択や批判的検討の問題
は，テレビやOHPといった機器が急速に進んだ
1960 年代～ 1970 年代においても大きな実践的課
題であったとは推察されるものの，教育方法・技
術領域のテキストにおいてほとんど記載は見られ
なくなる。それに対して，1970 年代から 90 年代
頃のテキストにおいて見られる一つの傾向は，教
材の自作に関する言及である。

問題になるのは，よいプログラムをどうして入手す
るかという事である。よいプログラムを教師が自作
するということは，けっして容易なことではない。（…
［中略］…）しかし，この問題は，プログラミングの
ための協力体制を作ることによって，かなりの程度
に解決される問題である。（沼野  1970，33）
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かつては，教育機器三種の神器は，OHP，テレビ，
反応分析装置であった。しかしいまでは，OHP用教
材作成機，VTR，コンピュータと変わった。教師が
与えられたありのままの道具を使うのではなく，今
日では，教材の作成のように，教師が主体的に関与
できる神器が重要となってきている。（坂元  1990，
16）

　視聴覚機器の利用は長らく重要視されてきたも
のの，実際に授業実践の中で有効に活用されるこ
とは少なかったとされる。佐藤（1990）によれ
ば，その背景には，効果的な指導技術が欠如して
いることに加え，機器メディアの特性に合った市
販教材が少ないことやメディアの教材製作方法が
よくわからないことなどが存在していたとされる
（佐藤  1990，115）。こうした状況に対して，ビデ
オカメラやビデオデッキの一般化，コンピュータ
の普及，1970 年代のOHPの爆発的流行などを背
景に，情報機器で取り扱うコンテンツは，必ずし
も既成のものの「選択」ではなく，教師や子ども
による主体的な「自作」の可能性が生じてきた。
篠原（1991）では，教材の自作の意義として以下
の 3点が挙げられている。すなわち，第一に，教
材についての理解が深まり，教師の自主的な研
究・学習態度が養われること，第二に，メディア
や表現についての知識・技術が身につくこと，第
三に，共同制作することで，（おそらく教員同士
の）人間関係や協調性が深められること，である
（篠原  1991，90）。例えば，佐藤（1990）や篠原
（1991）においては，教材の開発や製作について
かなり詳細に述べられており，動画やOHPの自
作の方法からはじまり，ソフトウェアの自作の方
法についてまで説明がなされている点は，今日の
テキストではほとんど見られない特徴である。
　とはいえ，教材の自作の可能性が生じてきたか
らといって，いたずらに教師に高度なコンピュー
タリテラシーを求めているわけではない。例え
ば，コースウェアを開発するにしても，「他の教
授メディアの開発と同様に，授業設計の能力と技
能（…［中略］…）が，コンピュータに向かう前
に必要である」（篠原  1991，98）といったよう
に，依然として機器活用の前提としての授業指導
力の重要性が強調されている。特に，90 年代初
頭には「開発者と利用者が，同一であることは，
現在の高度な情報技術社会では考えにくい」（篠
原  1991，98）という時代認識が示されている。
そこでは，教師が様々な教育メディアへの基本的
理解を持つことと並んで，それが自分のクラスに
適応したものなのか，あるいは既成教材の活用可
能性や限界はどの点にあるのかといった問題を考

えつつ，教材研究を深めていく方向性が示されて
いる。
　なお，2000 年代以降のテキストも踏まえてみ
ると，「デジタルシステムとしてのコンピュータ
を活用した『ノンリニア編集（…［中略］…）』
が可能となったことから，『コンテンツ（内容）』
作成力が，何にも増して大切となってきている」
（大西  2004，66）といったように，コンテンツの
自作への言及もないわけではないが，詳細な説明
などはほとんどなく，その主眼は様々な ICT 機
器そのものの紹介と利用という点に主題が移って
いくことになる。

2．3　教材から学習材，学習環境へ
　　　─2000 年代～ 2010 年代を中心に─
　2000 年代以降のテキストでは，ICT 機器の劇
的な発展や教育政策的動向を反映した記述が目立
つことになるが，教材研究という視点から見た時
には，一つの動向として「情報提供型の教育メ
ディア」から「生徒の課題探求型の教育メディ
ア」へと ICT活用を捉え直す動きが見て取れる。
　小柳（2004）は，「教育メディアから生徒は学
ぶ」から「教育メディアを使って生徒は学ぶ」と
してその変化を捉え，学習環境として教育メディ
アを捉えることを求めている。従来では，授業
の目標を達成するために，授業展開の中でいか
に ICTを活用するかが計画されていたのに対し，
学習環境として教育メディアを位置づけること
で，次のような授業構想が求められるとされる
（小柳  2004，198-203）。

①�生徒が責任とイニシアチブを取れる場を用意
する
②�生徒にとって真実味のある学習の文脈を用意
する
③�協調的な学習活動が埋め込まれた学習を組織
する
④�生成的な学習活動が埋め込まれた学習を組織
する

　言うまでもなく，これらの視点は教育メディア
活用に限られたものではなく，社会的構成主義や
状況的学習論の隆盛に伴う学習観の変化と連動し
たものである。こうした学習観の変化の中で，授
業構想における ICT 活用の重点は，教師が教え
るための道具的利用から，子どもたち自身がパソ
コンやタブレット端末を操作し，「インターネッ
トの情報を収集したり，表計算ソフトで整理・分
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析したり，レポートにまとめたり，プレゼンをし
たりする」（高橋  2019，88）といった場面を想定
し，子どもたち自身の学習活動を支える環境的な
活用として計画されていくことになる。
　特に，GIGA スクール構想などを背景として，
一人一台のタブレット端末が配備されつつある今
日においては，高橋（2019）が指摘するように，
ICT 活用はことさら計画されるほどのことでは
なくなっていくのかもしれない。近年のテキスト
では例えば次のような論述が見られる。

ICT 活用は，情報を収集する授業場面とか学習場面
などであり，学習過程全体というよりも，もっとも短
い「場面」という時間幅で効果を発揮している。授
業づくりにおいて，こうした時間幅の違いが認識さ
れ，教員にとっても，生徒にとっても，授業における
ICT活用が当たり前になると，指導案上にあえてコン
ピュータ活用と表記されることは少なくなるだろう。
（高橋  2019，96）

　つまり，授業のプロセスの中で，子どもたち自
身がその必要性を感じれば，いつでも使用可能な
道具（文房具）として，教室に日常化していくこ
とも考えられる。そうした状況下では，教師に
は ICTを巧みに使いこなす能力のみならず，「長
い目で子どもの成長を組織的に支援していく，環
境設計も含めた学習デザインをする授業づくり
がより強調されてくることになる」（小柳 2019，
103）。

2．4　本章の小括
　　　─ICT機器活用に対する教師の構え─
　ここまで見てきたように，視聴覚機器，情報機
器，教育メディア，ICT 機器などその呼称は違
えど，授業の計画において何らかの機器を取り入
れようとする志向は戦後一貫して存在し続けてい
る。そこで想定される機器は目まぐるしい発展を
遂げているにもかかわらず，教育方法学に関連す
る戦後のテキストにおいて一貫して見いだされる
のは，「機器利用の自己目的化への危惧」である。

授業システムに機器を導入する場合には，それぞれの
教育機器について，それが教師のどんな機能を拡張す
るのに役立つかを知っていなければならない。このこ
とは裏からいえば，不必要に機器を使いすぎてはなら
ないということである。（沼野  1970，58）
機器はあくまで“媒体”であって，教育効果は教師の
教育的意図―学習目標の設定，教科教材の性質，発達
段階の理解が本質的である。（金丸  1991，172-173）
これまで同様に，教員は，繰り返し丁寧に児童生徒
に働きかけていくことに変わりない。教員は，ICT

をよく知り，過剰な期待をせず，便利な道具として
適切に使いこなしていくことが求められている。（高
橋  2019，97）

　教育方法学テキストにおいて，授業における
ICT 活用を担当する執筆者としては，大きく分
けて教育工学系研究者と教育方法学系研究者が見
いだされるが，いずれの立場にしても，ICT は
一つの「ツール」であり，それを「使いこなす」
主体としての教師の教育観や授業実践力が重要で
あることは共通に認識されている。
　しかし他方では，「機器利用へのアレルギー的
拒否反応」を戒める論述もいくつか見て取ること
ができる。例えば，波多野（1958）は，視聴覚的
方法への 2つの偏見として，視聴覚的方法が他の
方法よりすぐれた方法だと信じ込む偏見と並ん
で，視聴覚的な方法は他の認識的方法よりもお
とった方法だという偏見が存在していることを指
摘し，特に後者の偏見こそが当時優勢であったと
述べている（波多野  1958，315-316）。こうした
偏見が視聴覚教育の認識的価値を客観的に評価す
ることを妨げており，その克服の必要性が説かれ
ている。
　こうした二方面での偏見の存在は，その軽重に
変化はあっても，今日においても通底する問題で
はないだろうか。例えば，小柳（2019）では，教
室に ICT環境が整ってきた現在においても，「な
ぜ授業で ICT など，新しい教育機器を使う必要
があるのか？別に使わなくても十分私は授業で子
どもたちに求められる力を培うことができる」と
いう声が根強く存在していることを示し，そうし
た声の背景に，理想とする授業イメージや子ども
に求められている能力観や目標像が固定化してい
ることが存在するのであれば，再考が必要だと述
べられている（小柳  2019，95）。
　「機器利用の自己目的化への危惧」と「機器利
用へのアレルギー的拒否反応への戒め」は，一見
すると対照的なもののように映るが，教育方法技
術領域の視座から見ると，根底にある問題は共通
している。すなわち，機器利用という点に注目す
るがゆえに，機器利用を授業の目標―内容―方法
の連関の中で構想しなくなることへの危惧であ
る。特に，「常に活用できる ICTが手元にあるの
は当たり前」で「その指導のために教員も ICT
を活用するのは当然」（高橋  2019，85）となった
現代においては，機器利用そのものの是非にふり
まわされないための教師の構えはいっそう重要と
なるだろう。
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3．�授業展開における ICT 活用に関わる指導力の
変遷

　本章では，授業展開の中で ICT を活用してい
くにあたって教師にどのような資質能力が求めら
れているかについて検討していく。授業展開にお
ける ICT の活用場面として，「教員の ICT 活用
指導力チェックリスト」の B項目「授業に ICT
を活用して指導する能力」を参考に，4つの場面
を取り上げる。すなわち，「資料などの効果的提
示」（B-1），「児童生徒の意見などの効果的提示」
（B-2），「一人ひとりの理解・習熟などに応じた課
題の提供」（B-3），「話し合いや制作における効果
的活用」（B-4）の四点である。また，チェックリ
ストのA-4 項目である「学習状況の把握や評価
での活用」場面において求められる資質能力も併
せて考察していくこととする。

3．1　教育メディア・ICT を活用した資料提示
　「教員の ICT 活用指導力チェックリスト」の
「資料などの効果的提示（B-1）」は，詳述すると
「児童生徒の興味・関心を高めたり，課題を明確
につかませたり，学習内容を的確にまとめさせた
りするために，コンピュータや提示装置などを活
用して資料などを効果的に提示する」とある。こ
こには，資料提示の目的として，「興味・関心を
高める」こと，「課題を明確につかませる」こと，
「学習内容を的確にまとめさせる」ことの 3つが
示される。資料提示が，単に理解を目的とした教
師から児童生徒への一方向的なものではないこと
が分かる。このように，資料提示の目的や方法も
多様になっている。そこで，特定の「資料提示」
のイメージで対象を絞ることなく，教育メディ
ア・ICT全般を広く分析の対象とした。
　本節では，教育メディア・ICT を活用した資
料提示について，教育方法学テキストを分析する
ことで，教育方法学がそれをいかに扱ってきたの
かということと，今日におけるその課題は何かと
いうことについて考察を述べる。そのために本節
では 2つの問いに取り組む。1つ目の問いは，資
料提示のためのそれぞれの教育メディア・ICT
は，教育方法学テキストにおいていつ頃登場した
のか，である。
　表 2 を見れば，教育メディア・ICT のおよそ
の登場時期（1980 年代以前か 1990 年代以降か）
が分かるが，ここでは教育方法学テキストにおけ
るそれらの登場時期をもう少し詳細に把握するた
めに，表 2の電気系と情報通信系に分類される教
育メディア・ICTの初出を示す。

　まずは，表 2で「情報化以前」の欄に名前が挙
がるそれぞれの教育メディア・ICT の初出は次
のとおりである。スライド（静止画は「幻燈」と
して梅根（1950），動画は「映写機」として波多
野（1958）），映画（梅根（1950）），OHP（坂元
（1970）），テープ／ビデオレコーダー（テープレ
コーダーは波多野（1958），ビデオレコーダーは
「VTR」として坂元（1970）），モニタテレビ（「可
動ディスプレイ」として坂元（1970）），LL（坂
元（1970）），ML（平沢（1986）），テレビゲーム
（小孫（2014）），アナログ形式のラジオ／テレビ
放送番組（ラジオは梅根（1950），テレビは波多
野（1958））。
　次に，表 2 で「情報化以降」の欄に挙がるそ
れぞれの教育メディア・ICTの初出を示す。CD-
ROM（平沢（1986）），DVD（大西（2004）），電
子黒板（坂元（1970）），電子教科書（「デジタル
教科書」として平沢（2006）），パッケージ系ソフ
ト（岡本（1990）），書画カメラ（「実物投影機」
として坂元（1970）），液晶プロジェクタ（「ビデ
オ・プロジェクタ」として平沢（1986）），ディ
ジタル形式のテレビ放送番組（単に「テレビ放
送」と表記されることが多いから，アナログと
の区別が難しいので初出は不明とした），無線／
有線 LANパソコン（平山（1990）），e- ラーニン
グ（宮原（2012）），CSCL（本田（2001）），WBT
（小孫（2014）），スマートフォン（堀田・佐藤
（2018））。
　このように，教育方法学テキストにおける各
教育メディア・ICTの初出の時期を概観すると，
「情報化以前」では，教育方法学が教育メディア・
ICT の活用というテーマに，早くから取り組ん
できていることが分かる。一方，「情報化以降」
では，さまざまな新しい教育メディア・ICT の
登場と教育方法学テキストでのそれらの取り扱い
はほぼ同時期となっている。
　特に「情報化以降」の教育方法学テキストにお
いては，教育メディア・ICT 関連のテーマはそ
の一部（章）において集中的に扱われる傾向があ
り，紙幅の制限もあるためか，絶えず増加し続け
る教育メディア・ICT を一つ一つ丁寧に取り扱
うことがなくなっているように思われる。例え
ば，梅根（1950）内の次のような記載が，「情報
化以前」のテキストには多く見られた。

（幻燈は─註：引用者）取扱いが簡単で，スライドの
入手が容易で必要に応じ自由に使えるし，一つの画面
をゆつくり見ることができる。（梅根  1950，143）



152 樋　口　裕　介　・　髙　木　　　啓　・　熊　井　将　太
吉　田　茂　孝　・　北　川　剛　司　・　山　岸　知　幸

　教育メディア・ICT についての初歩的な説明
がなされていることが分かる。これと同様の傾向
が見られるのは沼野ほか（1986）くらいまでであ
る。こうした記述の仕方はやや初歩的すぎるよう
にも思われるが，本節で見たように，教育メディ
ア・ICT は常に刷新され続ける。そうしたなか
にあって教師があらゆる教育メディア・ICT に
精通することの困難さを課題として指摘できよ
う。このことをふまえると，教育方法学テキス
トは，一つ一つの教育メディア・ICTについて，
かつてのようにある程度初歩的な説明をする役割
を担う必要があるのではないだろうか。
　2つ目の問いは，教育メディア・ICTを活用し
た資料提示の目的および方法は，教育方法学テキ
ストにおいていかに語られてきたのか，である。
1950 年代に様々な種類の電気系の教育メディア・
ICT が登場したことで，それ以前と比べて多様
な方法で資料を提示することが可能となった。だ
がそれにもかかわらず，1950 年代の資料提示の
目的や方法は，それ以前の非電気系メディアの時
代とそれほど変わりはなかったようである。例え
ば，波多野の次のような記述からそれはうかがえ
る。

視聴覚教育は教育の方法の一つである。それはいう
までもない。したがって，その本質的な意味は，「視
聴覚的方法を通してものの意味をつかませる」「もの
ごとをきちんと分からせる」ということにある。（波
多野  1958，285）

　すなわち，1950 年代当時における教育メディ
ア・ICT を活用した資料提示の目的は，内容の
理解のためであったこと，そして，「つかませる」
「分からせる」という言葉から，教師から児童生
徒に向けての働きかけとして想定されていること
が分かる。
　こうした資料提示の目的と方法に新しい視点が
加えられたのは坂元（1970）においてである。坂
元によれば，視聴覚教育は次のようにとらえられ
ている。

視聴覚教育とは，教授学習過程における送り手と受
け手のコミュニケーションを，視聴覚的媒体によっ
て拡大・制御し，視聴覚情報の教育特性を利用して
学習を効率化する教育方法ならびに過程のことであ
る。（坂元  1970，49）

　この引用のとおり，坂元においては，資料提示
を含む視聴覚媒体は，単に内容の理解を目的とし
て行われる教師から児童生徒への一方向的な行為

というよりも，教師と児童生徒の双方向的なコ
ミュニケーション過程としてとらえ直されてい
る。また，これ以降のテキストを見ても，これが
共通の認識となっている。例えば，中野（1977）
では，人間の学習や，コミュニケーションに関す
る研究にもとづいて定義した坂元の教育工学の
定義が引用されているし（中野  1977，128），平
沢（1986）では，視聴覚教育をコミュニケーショ
ンの過程としてとらえる理論は，視聴覚教育の一
つの潮流として位置づけられている（平沢  1986，
131）。
　さらに，1990 年代になると，インターネット
とコンピュータの登場によって，コミュニケー
ション過程としての視聴覚教育におけるコミュ
ニケーションの概念がさらに広がった（ただし，
教室へのインターネットとコンピュータの本格
的な普及は 2010 年代末となる）。本田はこれを
「メディアが構成する学習　‘senceware’ learning
（原文ママ，2001 年テキストでは senseware 
learning）」と称し，メディアが一種の学習の
「場」を提供すると述べた（本田・小柳  1999，
177）。それ以前は，教育メディア・ICT を活用
してなされる資料提示は，教師と児童生徒の二者
間のコミュニケーション過程として成立するのみ
であったが，インターネットやコンピュータが教
室に登場・普及したことで教師と児童生徒以外の
第三者を加えた多方向のコミュニケーション過
程を成立させることに可能性が開かれた。例え
ば，提示された同じ資料を教室外と容易に共有し
議論したり編集をしたりすることが可能となっ
た。こうした実践の一つの具体的動向として，コ
ンピュータに支援された協同学習などがある（小
柳  2014，203-205）。
　教室におけるインターネットとコンピュータ環
境の整備・普及によってようやく実現しつつある
こうした新たな学習のあり方に期待が集まる一方
で，インターネットでつながった先の第三者に
は，基本的に教師の監督権限は及ばないものと考
えるほうが自然である。提示された同じ資料を教
室外と共有し，議論したり編集をしたりする協同
学習の展開を見据えて，教師の目の届かない範囲
を含み込んだ学習空間を今後どのように構築する
かが課題となると思われる。

3．2　�児童生徒の意見等を提示するための ICT
活用

　本節においては「チェックリスト」の B-2「児
童生徒に互いの意見・考え方・作品などを共有
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させたり，比較検討させたりするために，コン
ピュータや提示装置などを活用して児童生徒の意
見などを効果的に提示する」に該当する場面につ
いて検討する。他の児童生徒の意見を紹介したり
学級全体で共有しその意見をめぐって考察したり
することは，わが国の授業実践のなかで，一貫し
て重視され続けてきた。一斉場面での子どもたち
の発表や小集団場面での話し合いなど，授業はこ
うした場面の連続で進行していることは，今も昔
も変わるものではない。しかしながら，様々な教
育メディアが使われるようになったことで，その
場面にどのような変化があったのだろうか。そし
て，そこで求められる教師のコンピテンシーに変
化はないのだろうか。

3．2．1　�テキストに見られるメディアの変遷と
教師に求められるコンピテンシーの変
化

　授業のなかで児童生徒の意見などを提示する
装置のさきがけとしては，反応分析装置が挙げ
られる。この装置の詳細は本章第 5節に譲るが，
「豊かな成果をあげたとは言えない」（金丸  1991，
178）という評価が定着している。それは「価
格が高く，しかも教室に固定され，机を移動す
ることができないという欠点があるから」（平
田  1995，49）などといった原因もあったようだ
が，同様の機能を持った装置が容易に実現可能な
今日でも，授業のなかで用いられていないのは，
そこで提示されうる内容があまりに限定的だか
らであろう。つまり，そこで処理されうるのは，
用意されている選択肢への回答であり，つまり，
「何人がどの意見なのか」を学級全体に周知させ
るという意味で，反応分析装置は確かに意見を共
有する機能を有しているものの，学習や思考の結
果を提示するにとどまっている。
　ここで教師に求められているコンピテンシー
は，いつ，どのような問いかけを行うかを構想
し，決定できる，というものになるだろう。この
装置を用いる際には選択肢をもった形式での問い
かけにせねばならないという特徴がないわけでは
ない。この点についても，「反応器具の利用法」
として古藤が仔細にまとめている（古藤  1986，
123）が，同論文でも挙手やカードによる反応収
集と並置されていることからもわかるように，概
してこの装置を用いない授業であっても求められ
てきたコンピテンシーだと言えるだろう。
　児童生徒の意見などを提示する装置として，次
に挙げられているのはOHPである。教師による

自作教材のメディアとして，前章や本章前節で
もそれは取り上げられていたが，とりわけ 1980
年代後半以降になると「学習者が学習した内容
を OHP シートに書いて発表したり」（本田・小
柳  1999，177）など，メディアで取り扱われる内
容を児童生徒が作成することのできるメディアと
しても，OHPは活用されたのである。
　また，学習や思考の結果のみしか提示すること
ができなかった反応分析装置に比べると，「なぜ
そう考えたのか」といった学習や思考の経過も共
有することができるようになったことも大きな特
徴であったと言える。
　メディアでとり扱われる内容が教師自身で製作
できるようになったこと，さらには子どもにも製
作できるようになったことで，教師自身が適切な
資料を提示することができるというコンピテン
シーにとどまらず，学習者に適切な資料を提示さ
せることができるというコンピテンシーが教師に
求められるようになったことになる。本論文次章
の子どもの ICT 活用を指導する能力の萌芽をこ
こに見ることができるだろう。
　一世を風靡した OHP であるが，もはや教室
で見ることはない。代わって登場したのがOHC
（書画カメラ，実物投影機）である。多様な仕方
ですでに活用されているが，児童生徒のノートや
プリントを拡大して提示する時などは，児童生徒
の意見等の提示のための ICT 活用の一例に含ま
れる。
　OHP と OHC の違いを即時性という視点から
考えると，それぞれのメディア活用で求められる
教師のコンピテンシーの違いが明らかとなる。つ
まり，学習者の思考の足跡を映し出すというとき
に，OHP では透明なシートに書き込ませる必要
があった。その際，何を書くか，どのように書く
かなど，そのシートに書き込むという活動自体が
学習の一部となり，同時に重要な指導の局面と
なった。対して，OHCでは映したいと思ったそ
の時に，映したいものを映すことができる。小学
校の授業のなかでも，子どもが発表している途中
で「ちょっと映して良いですか」と言って自身の
ノートを自発的にOHCのところに持ってくるこ
ともすでに日常の光景となっている。
　以上の ICT 活用は，いずれも一斉場面におけ
る活用，すなわち提示する相手は学級全体であ
る。GIGAスクール構想の下，児童生徒一人に一
台ずつの PCを配備するらしい今後は，その構図
にも変化を与えることが考えられる。つまり，す
べての児童生徒にある一つの意見が提示されるの
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ではなく，個々の児童生徒に別の意見が提示され
る，あるいは提示される意見を個々の学習者が選
択することが可能になるというものである。2000
年前後より例えば CSCL として，このような学
習のあり方に言及する教育方法学テキストが見ら
れるようになった（例えば本田  2001，126）。
　CSCL は例えば以下のように説明されている。

授業における対話や討論，問題解決をコンピュータ上
で行おうとする。例えば，web 掲示板やメーリング
リストを活用しながら，web 上に自分の考えを書き
込んだり，他者の意見にコメントしたり，それらを関
連づけるといった活動が行われる。（樋口  2019，60）

　この説明にもあらわれているように，CSCL は
新たなメディアの登場というよりは，学習者間の
コミュニケーションや相互行為を ICT 機器が支
援するというところに特徴がある。社会構成主義
とのつながりで言及されている（杉本  2014，90）
など，知識を協働構成する新たな学習のあり方と
して描かれている。
　代表例として Knowledge Forum が挙げられ
（樋口  2019，60 ならびに杉本  2014，91）ており，
そこで可能なこととして「学習者が共有し書き込
めるデータベースの機能が備えられていて，参加
学習者が自分の考えをノートとして書き込み，互
いに疑問に答え合ったり，他の学習者のノートに
コメントをつけたりすること」（杉本  2014，91）
と説明されているが，奇しくも COVID-19 の影
響によって，このような機能は広く知られるよう
になった。

3．2．2　�ICT を活用した児童生徒の意見等提示
に関する今日的課題

　前項では，児童生徒の意見等を提示する ICT
機器がどのような変遷をたどってきたのかを教育
方法学テキストでの記述を手がかりとして明らか
にした。そこでは，内容や時間，場所など，いず
れも自由の度合いが増したとまとめることができ
る。何でも，いつでも，誰でも発信や受信ができ
るようになったということは，メディアの技術的
発展の成果に他ならない。しかしながら，教育メ
ディアとして見た場合，そこに課題はないのだろ
うか。
　その変遷を改めて概観してみると，それはマス
メディアからソーシャルメディアへの移り変わり
と似ている。OHP をはじめとした一斉場面にお
ける活用においてはメディアで取り扱われる内容
が児童生徒の意見とはいえ，それがそのまま提示

されるのでなく，教師の指導が入るなど，教師を
介して提示された。対して，個別のやりとりを可
能にする活用では，教師を介することなく直接の
コミュニケーションが可能となっている。
　このように捉えれば，ここに内在する課題も，
今日 SNS をはじめとするソーシャルメディアの
利用に関して指摘されている課題と大きく重複す
るものとなる。すなわち，そこで取り扱われる内
容の質の問題である。さらに，その内容の質保障
のないままに提示されることが可能なメディアで
は，学力差を含めた学習過程の差異が顕在化して
しまうという側面もある。そこでは，「個人の思
考をコンピュータ上に（…［中略］…）記録・保
存できる」（樋口  2019，60）という利点もネガ
ティヴに機能する危険性さえあるのである。
　そこで教師に求められるのは，次章で扱われる
ような情報モラルの指導と並び，他の児童生徒の
意見や考え方を共有したり見合ったりすることの
意味を授業のなかに今一度改めて位置づけるこ
とであろう。CSCL は「学習者と教師が関わり合
いながら知識を作り出し学んでいく場としての
教室」（杉本  2014，92）における学習を指し示
している。そうではなくて，「教師から学習者に
『知識』を伝達する場としての教室」（杉本  2014，
92）において，システムのみを採用しても，それ
は相互監視的な機能しか果たし得ないのである。

3．3　�知識の定着・技能の習熟をねらいとした
一人ひとりに応じた課題に取り組ませる
ための ICT活用

3．3．1　�一人ひとりに応じた課題に取り組ませ
るために活用される ICTの変遷

　一人ひとりに応じた課題に取り組ませることに
かかわる ICT 活用指導力に関する内容は，分析
対象の出発点である 1950 年代から近年に至るま
で ICT 活用の主要な領域の一つとして求められ
続けている。特に 1970 年代から 1990 年代にかけ
て，分量的にも多くの紙幅を割いて描かれている
テキストも多い。
　このことにかかわる指導についての記述は，ま
ず波多野（1958）にあらわれる。

詩の朗読，英語のリーディング，カンヴァセイション
などテープに録音する。それを聞きながら教師が注
意を与え，生徒自身も「ああ，アソコが少し変だな」
という具合に反省したり，お互に批評しあったりし
ながら，つぎの機会には注意しながら試みる。（波多
野  1958，301）
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　メディアそのものにはプログラムが内包されな
い形ではあるが，学習者の学びの実態に応じた指
導を展開するために ICT の活用がねらわれてい
た。
　1970 年代に入ると，このような，生徒が示し
た成果について直ちに反応することをめざした
取り組みとしてのティーチングマシンや，「生徒
ひとりひとりの学力，先行経験に応じて最適な
教材提示を行ない，それに対する生徒の反応を
診断，評価して，つぎに提示すべき教材のアイ
テムを電子計算機の助けをかりて即時に提示し，
生徒の学習を効果的にしようとするもの」（坂
元  1970，48）である CAI が紹介され始める（ほ
かにも，中野 1977，136 など）。それらと関連す
る機器として，反応分析装置，LL，ML，CMI
などについて詳細に紹介されているものもある
（古藤  1986，121-126，平沢  1986，147-148）。
　1980 年代～ 1990 年代にかけては，こうした
ICT の依拠する理論や設計などについて詳細に
記述されているテキストが多い。1990 年代以降
も，割かれる紙幅にはちがいがあるものの，今日
に至るまで一貫して取り扱われてきた内容であ
る。

3．3．2　�一人ひとりに応じた課題に取り組ませ
るための ICT 活用に際して教師に求め
られる資質能力に関する今日的課題

　一人ひとりに応じた課題に取り組ませるための
ICT 活用にかかわって教師に求められるコンピ
テンシーはどのようなものであろうか。例えば金
丸（1991）は，教師の役割について情報提示，反
応統制，評価，KRを挙げた上で，次のように述
べている。

これらの役割の内容は，もちろん教授メディアの内容
に密接に関連しており，教授＝学習過程の教師の“教
育的タクト”と言われる力量が発揮される。教師の役
割を代行する意味を持つ放送教材，映画教材，プログ
ラム学習，CAI の場合も学習者の個人的特性に完全
に対応できると考えるのは楽観的であり，それなりの
役割が考えられるのである。こうした役割について
は，各々の機器と教材の具体に即してその内容が考え
られ，評価されねばならない。（金丸  1991，171）

　各 ICT 機器や教材の特性と限界・課題をとら
え，その限界・課題を教師が柔軟に補う（あるい
は克服する）ことが求められている。
　具体的には例えば大西（2006）が次のように述
べている。

プログラム学習は学習の個別化と最適化を目指して
いるが，そのためには個人差に応じた最適なプログラ
ムをどのように作成するかが重要な課題となる。たえ
ず学習者の誤りを分析し，それにもとづいて思考特性
を予測し，それに対応した教材を用意する必要があ
る。（大西  2006，42）

　学習者にあったプログラムや教材の準備・作成
が教師に求められる。
　CAIに関して特に詳述しているのが今井（1990）
や篠原（1991）である。今井は CAI の構造や
特徴について詳細に紹介している（今井  1990，
158-163）。篠原は CAI の作成手順について詳細
に紹介している。篠原は，既成のソフトウェアの
消費者になることをよしとせず，CAI 学習プロ
グラムの自作を求め，その技法や手順を詳述して
いる（篠原  1991，88-98）。教師が自作すること
によって，教材理解の深まり，自主的な研究・学
習態度，自身の授業の見直しが期待されている。
　伊佐治（1990）は，坂元昂編のテキストにお
いて，坂元の論を引用して，メディア・リテラ
シーを「メディア特性の理解力・批判能力（「わ
かる」），メディア選択，利用能力（「使う」），メ
ディア構成・制作能力（「つくる」）」と区分して
いる（伊佐治  1990，140）。これに照らせば，教
師自身に単に「使う」レベルだけではなくて，
「わかる」「つくる」レベルも含めた主体的な
ICT とのつきあいが求められていることがわか
る。ICT の開発者と使用者（消費者）と両方の
役割を担うことが現代において困難であるとすれ
ば，「教師や学習者と新しい情報メディアの技術
者とが全く別のところにあると分断することより
も，どんな願いを込めているのか，あるいはどの
ように学習疎外状況への怨念を募らせているの
か，注意深く聴き取らなければならない。」（宮
原  2012，151）と指摘されているように，開発者
と使用者（消費者）である教師と，さらに言えば
学習者とが協働して「わかる」「つくる」機会が
必要なのではないだろうか。

3．4　�ICT 活用における協働的な学びとしての
レポート・資料・作品の制作とプレゼン
テーション

　「チェックリスト」のB-4「グループで話し合っ
て考えをまとめたり，協働してレポート・資料・
作品などを制作したりするなどの学習の際に，コ
ンピュータやソフトウェアなどを効果的に活用さ
せる」という指摘は，今日非常に重要な視点と
なっている。制作するだけではなく，制作したも
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のをわかりやすく他者に伝え共有し，学びを深め
ていくことは教育方法学的にも重要な意味をも
つ。それはこれまでわが国の教育が求め実践して
きたことでもある。そうした教育実践にいかに
ICT の「よさ」を取り入れるか，また教師に求
められる ICT 活用に関わる指導力を明確にして
いくことが重要になると考えられる。

3．4．1　�ICT 活用における教師に求められるコ
ンピテンシーの変遷

　ICT活用に関わる日本の歴史的展開について，
「日本は，情報活用能力に関わって，問題解決を
意識したとしても，そこではどちらかというと個
別学習における個人の能力を培うことに目を向け
てきた。しかし世界の動きの中では，協同・協働
的な力，チーム力など社会的な関わりの中での
個人の能力をより強く考えようとしている」（小
柳  2014，208）と指摘されているように，今日こ
うした視点からもレポート・資料・作品の制作と
プレゼンテーションの問題群を考えていくことが
重要である。
　たしかにわが国における教育メディアの導入に
当たっては，ティーチングマシンの導入や CAI
の推進時を見ても，それらの教育効果への期待
は，一人ひとりの児童生徒の学びの進展を目指す
ところにあった。今回取り上げたテキストのほと
んどにおいて，教育メディアの活用の意義や教師
の指導力は，「個別指導」の文脈で言及されてき
た。
　多くのテキストにおいて，授業における「報
告・発表」の重要性は指摘されてはいたが，教育
メディアや ICT の活用の視点，また集団的な学
びの文脈においては論じられていなかったと言え
よう。しかし戦後初期，例えば「映写後は内容に
ついての討議，質問，メモの作成をそれを見たた
めに生じた新しい興味や研究意欲の話し合いな
どが行われることが望ましい」（梅根  1950，142-
143）や「グループの共同制作として一巻のフィル
ムやスライドを仕上げ，且つこれを公表すること
のうちには多くの知的探究と社会的協力の経験が
ひそんでいる」（梅根  1950，144）と述べられて
いたように，視聴覚機器を活用し，制作・発表を
通した集団的な学びの可能性を問うていたもの
もあった。なお，映画の授業での活用に関わり，
1990 年代にも「映画終了後に学習者をグループ
に分けて話し合い，その結果を書いて提供させ
るなどの方法を考えるべきである」（坂元  1990，
127）という記述が見られた。

　1990 年代に入ると，1989 年の学習指導要領の
改訂に伴い，情報化対応が求められることにな
る。各教科における図表や文書作成におけるコン
ピュータの具体的な利用法について述べられる
ようになる。例えば，金丸（1991）は，「学習者
の情報手段としての利用」として，「情報活用能
力，問題解決能力を育成する問題解決的学習にお
いて，社会，理科などの各種統計，資料をデータ
ベースから引き出し，問題解決に役立てる。ま
た，それを通して，図表，文書作成に利用する」
（金丸  1991，179）と述べている。このように学
習指導要領の改訂を契機として，よりコンピュー
タの利用を中心とした各教科における児童生徒の
レポート・資料の制作が進められるようになっ
た。
　またこの頃から，世界的に学習観の転換がはじ
まることになる。それは学びにおけるコミュニ
ケーションやプレゼンテーションの必要性，そし
て汎用的な能力の育成などである。例えば，本
田（1999）は，「情報化は他者とのますますのコ
ミュニケーションを必要とする。いままでの静的
な学習ではなく，積極的に表情豊かに，しかもわ
かりやすく表現し，かかわりあう能力の育成が求
められているのである」（本田・小柳  1999，175）
や「従来のような教科に基礎をおく学習のみなら
ず，教科横断的な学習（たとえば環境教育として
の「ゴミ問題」を家庭科，社会科，理科などから
追求すること），そしてより問題解決能力やプレ
ゼンテーション（表現）能力の育成がめざされる
総合学習などで情報教育を展開しようとすればす
るほど，視聴覚教育理念の実現はますます重要に
なると思われる」（本田・小柳  1999，176）と述
べている。この頃から少しずつ，ここで指摘され
ているような視点から，ICT 活用による諸制作
やプレゼンテーションを通した教育実践が模索さ
れることになる。
　2000 年代に入ると，こうした方向性はより進
展することとなる。それは先の小柳の引用にあっ
たように，「協同・協働的な力，チーム力など社
会的な関わりの中での個人の能力」（小柳  2014，
208）をより強く捉えようとしているということ
である。そしてこの文脈において，レポート・資
料・作品の制作とプレゼンテーションを意識した
教育実践の可能性が追究されてきていると言え
よう。そしてまたこうした能力観の転換により，
ICT 活用指導力における，教師に求められる新
たなコンピテンシーが問われることになってきて
いる。



157ICT 活用に関わる指導力の変遷と今日的課題
─教育方法学テキストの分析─

3．4．2　�協働的な学びを保障するための ICT 活
用指導力に関わる今日的課題

　これからの教師に求められる ICT 活用指導力
に関わる検討課題として 3点挙げておきたい。
　まず，協同・協働性に関わった問題群である。
PISA2015 において併せて行われた「協同問題解
決能力調査」において，学習場面における ICT
活用に関する項目「ほかの生徒と協同作業をする
ためにコンピュータを使用する」という利用頻
度についての質問結果が参加 47 カ国中，日本は
47 番目であった。協働的な学びは日本型といっ
てもよい学びであり，こうした日本の教育実践の
中で重視されてきた学びのあり方に，どのように
ICTを取り入れていくかが課題である。
　2 つ目は，「チェックリスト」にあるような，
児童生徒のまた教師の ICT に関わるコンピテン
シーについてである。Ｚ世代と呼ばれる児童生徒
は，小さい頃からデジタルに触れることが多かっ
たであろう。潜在的にもつ児童生徒のそうした能
力を，教師はどのようにして ICT を用いた授業
につなげていくかがポイントになる。その際の教
師の指導力はどこにあるのかをより深く考察して
いく必要がある。
　最後に，この 2 つに関わるが，現在の GIGA
スクール構想の中にある学校現場においては，一
人一台のタブレット PCが渡りつつある。まずは
「チェックリスト」の項目に示されているものを
コンピテンシーとして捉え，実践を通しながら，
ICT 活用の具体的な場面に即しながら，教師に
求められる指導力を明確にしていくことが重要と
なるのではなかろうか。
　様々な授業支援ツールを用いた教育実践・実践
研究が進められつつあるが，「協働的な学び」の
視点から，なにより児童生徒が楽しさをもって学
べるレポート・資料・作品の制作とプレゼンテー
ションのあり方と，そのための教師のコンピテン
シーを探究し続けることが重要となろう。

3．5　学習評価における ICT活用指導力の変遷
　授業の計画や実践における機器活用については
様々な論述が見いだされる一方で，子どもたちの
学習状況を把握したり，評価したりすることに
機器を活用することに関する論述は，1950 年代
や 1960 年代のテキストにはほとんど見いだされ
ない。その原初的な取り組みとしては，1970 年
代～ 1980 年代頃の「反応分析装置」「反応測定装
置」が挙げられるだろう。

集団反応測定装置は，教師の観察，評価の機能を拡
張するものである。（沼野  1970，58）
授業で，教師は情報提示や指示をひんぱんに行うが，
それを学習者がどのように受け取り，どんな学習反
応を生起しているかについては，あまり情報を入手
しないままで済ませている。（古藤  1986，121）
反応分析装置は収集・分類を自動的に処理し，それ
を一目で捉えられるように表示する機能をもってい
る。（古藤  1986，125）
1 時間の授業で何回くらいの使用が適切か，集団反応
曲線の分析方法の理解，課題提示―反応―フィード
バックの関連の研究，などに問題があり豊かな成果
をあげたとは言えない。挙手で十分に間に合うのに
使用され，何のための使用かが分析の方法論ととも
に理解されなければ，使用の意味はない。RA自体の
分析方法，また「授業分析」論の研究を深めた上で
使用されねばならない。（金丸  1991，178）

　多数の子どもたちが集った学級で行われる授業
において，子どもたちの学習状況をどのように見
とるのかといった問題は今日なお大きな課題と
なっている。「反応分析装置」はこの課題に対し
て，学習者の反応を集計し，可視化する期待をも
たらした。とはいえ，金丸（1991）の記述にもあ
るように，その集計結果の分析の難しさや使用方
法の適切さといった点では十分な成果は上げら
れなかったようである。1990 年代以降になると，
「情報機器の歴史」という文脈を除けば言及され
ることはなくなっていく。
　他方で，こうした情報機器の利用範囲の拡大は
自然に学習評価における機器活用の可能性の探究
をもたらすことになっていく。
　学習評価における機器活用に先駆的に言及して
いる金丸（1991）では，「テスト問題の解答を入
力して集計，学習診断に役立てる。また，学習指
導過程の中で，学習者の理解度，興味などのデー
タを入力することで，診断的，形成的評価をとも
なってカリキュラム，教授法の改善に役立てる」
（金丸  1991，179）と述べられており，子どもた
ちの学習データを管理する道具として ICT が位
置づけられている。また，西之園（2004）では
いっそう詳細に，ICT を用いた学習データの管
理と集積の意義が強調される。すなわち，「個人
の多様性を認めて，それに応じた教育をしよう
とすると，教師はさまざまな学習者について長
期にわたる実態を把握しておかなければならな
い。（…［中略］…）このようなデータを組織的
に管理して学習指導に活用しようとすると，コン
ピュータネットワークの利用は欠かせない」（西
之園  2004，158）といった論述である。1990 年
代頃の「個性尊重」「個に応じた指導」といった
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政策的方針を反映した部分もあると思われるが，
子どもの個の把握と ICT の活用が結びつくこと
で，教師一人ひとりが子どもの個性を理解し，そ
れを指導に活用していく能力の重要性が浮かび
上がってきていると言えよう。さらに，西之園
（2004）では，「仮に多くの教師が協力して教材や
指導法を開発し，それがどのような学習者に効果
があるかを明らかにしておけば，条件による検索
を実行して必要な資料を選ぶことができる」（西
之園  2004，160）といった記述も見られ，今日で
いう「ビッグデータの活用」のような可能性も示
唆されている。
　また，小孫（2014）は，現実的な課題に基づい
た「真正な学習」への学習観の転換を視野に入
れ，「真正な学習」の評価のためには，知識理解
のテストだけでなく「学習活動を通した継続的
な学習成果物や学習履歴データなどの記録」（小
孫  2014，157）が求められるという。それを実現
するために，データに基づいた学習評価の一つの
形態として eポートフォリオが位置づけられてい
る。
　このように部分的には学習評価における ICT
活用への論及が見られるようになってきてはい
るが，全体的にはまだ乏しい。情報教育や ICT
を主題とする章では，やはりその中心的関心は
教授─学習過程における ICT 活用に置かれて
おり，評価の道具としての論及があったとして
も，簡素な記述にとどまっている。教育評価や学
習評価に関連する章でも，ICT 活用が本格的に
論じられることはない。それゆえ，学習評価に
おける ICT 活用で教師に求められるコンピテン
シーとしても「調査・研究や統計の知識はもち
ろん，ICTスキルや個人情報の扱いへの配慮も，
これからの教員には一層求められるだろう」（根
津  2014，128）といった記述に留まっているのが
現状である。
　「個別最適な学び」や「学習ログ」といった政
策的動向のもと，子どもたちのデータの収集と集
積，さらにはその教育的活用が要請されていく中
で，教師たちにいかなる資質・能力が求められる
のか，評価において ICT 活用をいかに位置づけ
ていく必要があるのかという問題は重要となって
いく。

4．�ICT に関わる子どもにつけたい力とそのため
に教師に求められる指導力

　教育方法学テキストにおいて ICT が論じられ
る場合，その文脈の多くは，「ICTでどのように

教えるか，学ぶか」（ICTの活用）というもので
ある。教育方法学テキストにおいて，「どのよう
な ICT（およびそれにかかわる事柄）を教える
か，学ぶか」「ICTにかかわってどのような力を
子どもたちにつけるべきなのか」という文脈，す
なわち ICT を教育目標・教育内容にするという
文脈では，ICTは必ずしも取り扱われない。
　そうしたなかでも，テキストによっては，この
文脈を重点的に取り上げているものもある。本章
では，そうしたテキストから垣間見ることのでき
た，子どもにつけたい力がどのようなものである
か，それを身につけさせるために教師に求められ
ることは何か，ということを考察したい。その
際，児童生徒の ICT活用を指導する能力（チェッ
クリストの Cに該当）と，情報活用の基盤とな
る知識や態度について指導する能力（チェックリ
ストのDに該当）とに分けて論じる。

4．1　子どもの ICT 活用を指導する能力
　ここでは，「チェックリスト」の Cに該当する
「児童生徒の ICT活用を指導する能力」について
検討する。その際，双方向性を持つ ICT が活用
される以前の子どもの教育メディアの活用を指導
する能力を考察することで，教育方法学テキスト
は何を大切にしてきたかを明らかにする。その上
で，教育方法学テキストが求める子どもの ICT
活用を指導する能力の内実を明確にする。

4．1．1　�ICT 活用以前における子どもの教育メ
ディアの活用を指導する能力

　教育方法学テキストを概観すると，これまで
教師の ICT 活用能力が重視されてきたが，近
年，子どもの ICT 活用を指導する能力が注目さ
れている。その背景は，ICT 活用をめぐる日本
の教育政策的動向から見て取れよう。堀田・佐藤
（2018）及び中川・小林（2018）は，本研究にお
いて分析の視点としている「チェックリスト」を
あげ，文部科学省が 2018 年 2 月に公開した「平
成 28 年度学校における教育の情報化の実態等に
関する調査結果」から，「児童生徒の ICT活用を
指導する能力」が課題であることを指摘している
（堀田・佐藤 2018，173-174 ／中川・小林  2018，
207-208）。さらに，近年の堀田（2019）におい
ては，2017 年告示の小学校学習指導要領総則か
ら子どもの ICT 活用を指導することも言及され
ている（堀田  2019，34-36）。このように教師の
ICT 活用能力だけではなく，子どもの ICT 活用
を指導する能力が求められるようになった。
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　ただし，教育方法学テキストは，近年の ICT
活用をめぐる社会の動向をはじめ，その動向を受
けた教育政策の影響から子どもの ICT 活用を指
導する能力を求めていたわけではない。すでに，
1950 年代には，梅根（1950）によって視覚教具
について「教師の道具から子供の道具へ」といっ
たことが指摘されている。当時は，「実物，絵画，
写真，模型，標本，地図，表，グラフなどを学習
指導に活用する」が，「その種類，その使い方，
その学習活動上に占める地位は変化しつゝある。
一般的にいえば，それらを教師が教壇上から示し
て説明の補助手段とし，子供は遠くからそれを眺
めているという状態は去り，それらはもつと子供
にとつて身近なものとなり，教師の手から子供の
手に移り，子供が自ら研究し，自ら問題を解決
し，自らプロジェクトを完成してゆくための道具
となり，また自分の考えを他人に傳え，自分の業
績を他人に発表するための道具になりつゝある。
それは教師の道具から子供の道具になりつゝあ
る。したがつて，それはまた外からあてがわれた
ものだけではなく，子供が自分でさがし，自分で
つくつて使うものになりつゝある」（梅根  1950，
136-137）。このように，子どもが視覚教具をどの
ように活用するかが問われ，その道具を活用して
自分の考えを伝え，発表することも想定されてい
た。ほかにも，1950 年代には「映画と幻燈」な
ども使用されていた。この「映画・幻燈の自作」
については「能動的に子供自らそれをつくり，ま
たそれを操作して他人に見せる活動をすることが
できる」（梅根  1950，143）と指摘されている。
つまり，そもそも視覚教具は，教師が活用し，教
育内容が子どもたちに媒介されていた。けれど
も，映画・幻燈の作成については，子どもたちに
自作をさせるところまで視野に入れていたのであ
る。
　以上からもわかるように，1950 年代には梅根
（1950）の教育方法学テキストにおいて，子ども
の ICT 活用を指導する能力を問うていたことが
わかる。

4．1．2　�教育方法学テキストが求める子どもの
ICT活用を指導する能力の内実

　教育方法学テキストにおいて本格的に子ども
の ICT活用能力が問われるのは 1990 年代におい
てである。1990 年代は情報化時代となり，視聴
覚機器の活用から教育メディアの活用となり，パ
ソコンやインターネットの活用が議論されるよう
になる。本田・小柳（1999）でも，「少し前まで

視聴覚機材，たとえば OHP や 16 ミリ映写機な
どの操作法は教師だけが知っていればよいことで
あった。しかしいまは，子ども自身が学習の一環
としてビデオカメラやパソコンを駆使する時代で
ある。とりたててのメディア教育が求められてい
るのである」（本田・小柳  1999，174-175）との
記述も見られる。このように子どもたちにメディ
ア教育が要請されるようになってきている。
　こうした情報化時代は，パソコンやインター
ネットの普及により，教師は「教える者」，子ど
もは「学ぶ者」といった固定した関係を問い直す
契機をつくり出した。本田・小柳（1999）におい
て，以下のような記述が見られる。

教育の世界にも情報の世界にも，土着者（native）と
移民者（immigrant）が存在する。教育の世界つまり
学校では，教師は経験から言って先住民であり，土着
者である。後から入ってくる子どもたちは，先住民の
文化のなかに同化することを求められる。子どもたち
はある程度，抵抗もあるが学校の文化へと参加してい
く。一方，情報の世界では，少なくとも子どもたちの
方が教師よりも土着者である。小さな時から情報の世
界に接し，教師の育ってきた環境と異なる文化のなか
で育ってきている。情報の世界において移民者である
教師は，子どもたちの文化に参加していくことが求め
られる。（本田・小柳  1999，186）

　こうした記述は，ほかにも「『学習者が教育メ
ディアから情報を得て学習を進める』発想から
『学習者が教育メディアを使って学習を発展させ
ていく』発想への移行」（小柳  2004，194）とい
われるように，「『知っている教師』が『知らない
子ども』に対して教えるという，授業における
役割関係が問い直される時代が訪れている」（八
木  2014，127）ことを提起しているのである。
　このような「教える―学ぶ」の関係の転換か
ら，八木（2014）は，佐伯胖の論（佐伯  1995）
を援用しながら，以下のように主張する。

このことは，「学習者個人が，頭の中に，特定のまと
まりをもった知識や技能を獲得すること」という従
来の学習観から，「文化的実践への参加としての学習」
という別の学習観への転換をも意味している。仮に
「視聴覚教材」という概念の中に「（教師が）学ばせた
い内容を分かりやすく提示する」といった一面的なイ
メージだけが強く刻印されているとするならば，もっ
と多様かつ柔軟に「視聴覚教材」のイメージを拡張
しながら授業実践を展開していく必要があるだろう。
（八木  2014，128）

　それは，子どもの ICT 活用により，子どもは
単に教科内容を与えられる者ではなく，教師と共
に授業をつくり出す主体を意味する。それととも
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に，子どもは ICT 活用を通じて，インターネッ
トを活用して情報を収集したり，調べたことを文
章や図に表現したり，子ども同士で考えを共有し
たりするなかで，じわじわと理解していくことが
出来るのである。この点で，子どもの ICT 活用
を指導する能力とは，単に子どもが ICT を活用
すればよいわけではない。ICT 活用を通じて認
識していく過程＝授業過程の指導能力を問うてい
るのである。なお，こうした指導能力のために
は，「教師の人生にとって情報メディアとその発
展はどのような意味をもつのかを問いつつ伴走す
る技術と学問が求められる」（宮原  2012，153）
のである。

4．2　�情報活用の基盤となる知識や態度につい
て指導する能力

4．2．1　�子どもに身につけさせたい，情報活用
の基盤となる知識や態度

　情報活用の基盤となる知識や態度については，
1980 年代までは，例えば，平沢（1986）におい
て次のように簡単に触れられている程度である。

伝統的なメディアに関していえば，映画やテレビな
どのメディアとしての特性を教えようとする映画教
育（…［中略］…）や映像教育（…［中略］…），新
聞や雑誌，テレビなどをマスコミとして把握し，それ
を学習させるマスコミ教育など，近年になっては，コ
ンピュータに関する教育がこれに加わっており，これ
らをひっくるめていうときに，メディア教育の用語を
使用することがある。（平沢  1986，135）

　1990 年代以降，特に負の側面に明確に触れて，
この点を位置づけるテキストが見られる。

コンピュータ利用学習には，目や姿勢の健康面，教
師と生徒のコミュニケーションの欠如が指摘された
り，一般社会でも人権問題，犯罪など“影”の部分
が問題化してきた。コンピュータ利用の学習が教育
のすべての問題を解決するわけではないから，こう
した影の部分を指導しながら，長所を生かしていく
実践と研究が進められねばならない。（金丸  1991，
181）

　特に近年に入ると，情報活用能力の 3観点「情
報活用の実践力」「情報の科学的な理解」「情報社
会に参画する態度」（1997 年）や，IE-School に
おける情報活用能力の要素（平成 30 年度版）に
明示されていることからも，子どもに身につけさ
せるべき力として認識されていることがわかる
（例えば，堀田・佐藤  2018，堀田  2019）。

4．2．2　�子どもに身につけさせたい，情報活用
の基盤となる知識や態度について指導
する能力に関する今日的課題

　情報活用能力の 3 観点「情報活用の実践力」
「情報の科学的な理解」「情報社会に参画する態
度」にあるように，子供たちに身につけさせるべ
きことは「情報活用の実践力」だけではなくて，
「情報の科学的な理解」「情報社会に参画する態
度」も，である。この点に関して，杉本や小柳は
次のように指摘している。

深い理解をともなう構造化された知識を学習者が得
たり築いたりするためには，ハイパーテクストの性
質を理解したうえでの情報検索や情報収集のしかた
についての指導・教育が不可欠である。そのような
情報リテラシーを身につけさせつつ，情報メディア
を有効に学習場面で活用することが重要であろう。
（杉本  2014，87）
このような環境下では，学び手に情報の信頼性に関
する精査やそこでのコミュニケーションにおける責
任，セキュリティ等（ウイルス対策，個人情報の保
護）に関してかなり知識，スキル，倫理などが求め
られてくる。（小柳  2014，209）

　このように，情報セキュリティやルール・マ
ナーを守って ICT を安全に使えればよいという
ことだけが求められているのではなくて，メディ
ア，情報というものの性質，それにともなうコ
ミュニケーションのありようについて根源的に理
解し，活用できるような指導が求められている。
それは，単なる「情報活用の実践力」ではなく
て，「情報の科学的な理解」に裏打ちされた「情
報社会に参画する態度」を兼ね備えたものでなく
てはならない。
　その一方で，そのためにどういう指導が求めら
れるのか，という点について，一部において「情
報モラル教材の活用」が提案されている（堀田・
佐藤  2018，182-183）ものの，具体的に言及・議
論されてきたとは言いがたい。教師にも，学習へ
の参加者としての新たな性質のスキルやリテラ
シーが必要とされるということは言えるだろう
（本田・小柳  1999，178 参照）。

5．�教師のコンピテンシーを捉え直す契機として
の ICT活用─まとめにかえて─

　第 2章から第 4章までの考察をふまえ，本論文
第 1 章において提起された研究の目的，すなわ
ち，ICT・教育メディア活用の分野において教師
に求められるコンピテンシーは教育方法学テキス
トにおいてどのようなものと描かれてきたのか，
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についてまとめておきたい。
　ICT 機器活用に関わる指導力というと，まず
その前提として教師が当該の ICT 機器を活用す
る資質・能力が求められるように考えられがちで
ある。器具のとりあつかいについて詳細に注意を
促す波多野（1958，310-315）をはじめ，かつて
はそのような記載も見られたものの，1990 年代
後半以降のテキストには見られなくなる。代わっ
て，ICT 機器活用時に限らないコンピテンシー
が教育方法学テキストでは描かれていることが明
らかとなった。たとえば「他の児童生徒の意見や
考え方を共有したり見合ったりすることの意味を
授業のなかに今一度改めて位置づける」（本論文
3．2．2）ことや「各 ICT機器や教材の特性と限
界・課題をとらえ，その限界・課題を教師が柔軟
に補う（あるいは克服する）こと」（本論文 3．3．
2）といったように，である。その背景には，容
易に扱うことのできるOSの開発等によって ICT
機器が身近になったという ICT 機器をめぐる技
術的発展や，目的─方法─内容の連関を重視す
るがゆえに自己目的化を危惧する（本論文 2．4）
教育方法学の特質があろう。
　では ICT 機器の活用をめぐって，求められる
教師のコンピテンシーに変わりはないのだろう
か。教育方法学テキストにおいては，新たな機器
の登場によって，という直接的な影響というより
はむしろ，機器の登場や変化による教材や子ども
のありようの変化，そしてそれらの変化によって
生じる教師─子ども─教材関係の組み替えを通
した，間接的ではあるが大きな影響が述べられて
いる。以下，それぞれ具体的に見ていこう。
　まず教材のありようの変化である。教育メディ
アで取り扱われる内容としての教材は，映画に代
表されるような固定的で一斉的なものが優勢で
あった。全員が 1つのパッケージ化されたものを
同時に見聞きしていたわけである。それが時代の
変遷とともに，フレキシビリティが高いメディア
の存在も可能となってきた。1つのパッケージ化
されたものを始めから終わりまで視聴するとい
うよりは，メディアのなかで必要となる一部分
に，必要な時にアクセスすることができるような
教材への移り変わりである。それとともにその内
容も，習得されるべきものに限らず，例えば「少
し見ただけでは何かわからないような静止画を提
示」（平沢  2006，130）するといった学習のきっ
かけになるようなものなど，多様になっていく。
　次に子どもの変化についてである。本論文 3．
4．2 でも述べられているように，今日，彼らに

とっては多様なメディアが身の回りに当たり前に
存在するようになった。このことは，ICT 機器
に関わるリテラシーを潜在的に得ているという肯
定的な側面のみならず，あらゆる問いに対して検
索し解答のみを受容しようとするという，認識レ
ベルでの否定的側面もまた意味している。
　これら 2つの変化があいまって，教師─子ど
も─教材の関係にも変化が生じることとなる。
端的にいえば，それは，子どもと教材を媒介する
ものとして教師の位置づけが大きかったかつてと
比べて，子どもがより直接的に教材に出会うこと
が可能になったからである。
　そのことは，教師─子ども間で相互主体的関
係を実現する可能性も，直接視聴させ相互交流も
なく感想でも書かせて終わるような指導の可能性
も開いたという意味で，教師の自由の度合いや範
囲を広げたということができる。そこでは新たな
コンピテンシーが求められているというよりも，
教師─子ども間，子ども─子ども間，そして子
ども─教材間も含めたコミュニケーションにつ
いての従来から求められてきたコンピテンシーの
根源的な捉え直しの契機として教育方法学テキス
トでは教育メディアを捉えていることが明らかと
なった。
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方法』ミネルヴァ書房。
・�八木秀文（2014）「視聴覚教材の活用と板書の
技術」深澤広明編『教育方法技術論』協同出
版。
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付記
　本研究は共同研究であるが，以下のように執筆
分担をした。1：熊井・樋口，2：熊井，3．1：北
川，3．2：髙木，3．3：樋口，3．4：山岸，3．
5：熊井，4．1：吉田，4．2：樋口，5：髙木。ま
た，本研究は，JSPS 科研費 JP19K02724 の助成
を受けたものである。

註
  1）�中央教育審議会初等中等教育分科会教員養

成部会（第 120 回）会議資料「【参考資料 2】
教職課程における ICT 活用に関する内容の
修得促進について」（p.3）より抜粋。
（文部科学省 HP：https://www.mext.go.jp/ 
kaigisiryo/content/20210125-mxt_kyoikujin 
zai01-000012357-10.pdf（2021年9月6日閲覧。））

 2）�筆者らはこれまでにも，教育方法・技術領
域のテキストを対象として，「教師の「知っ
ていること（knowing）」と教師が「教える
こと（teaching）」との関係構造」（髙木ほか 
2020，263）をとらえようとしてきた。そう
したなかで見えてきたこととして，教育メ

ディアや ICT 活用の分野についてこれまで
の教育方法・技術領域のテキストのなかでの
取り扱いが多様であったことも本研究の背景
にある。

 3）�平成 17 年度文部科学省委嘱事業『視聴覚教
育メディア研修カリキュラムの標準』の改正
に関する調査研究 報告書」（2005）では，そ
れ以前の視聴覚教育という概念も含みこみな
がら，「教育メディア」という用語への統一
が提案されている。

 4）�教師や子どもの主体性を尊重したこのような
見解は，戦後の新教育運動やコア・カリキュ
ラム運動に関わった梅根の立場から提起され
たものであり，同時代の見解をどれほど代表
するものであったかについては慎重に判断す
る必要がある。しかし，周知の通り，梅根悟
は，実際にその身を教育実践の現場に投じ，
「現場からの教育改革を絶えず目指していた
『実践的教育学者』」（中野  2019，iv）であ
り，少なくとも同時代の視聴覚機器に対する
見解の一端を示すものと見ることはできるだ
ろう。




